
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
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 北陸ブロック 4 県

では、福井、富山、石

川の 3 県が県独自の

授業料減免制度を年

収 590 万円以上世

帯で拡充し、県単独予

算も増額させました。 

 唯一新潟県のみが、

独自制度の拡充もな

く、授業料減免制度に

かかる県独自予算を

前年度比 49%とや

く半分削減するとい

う「私学に冷たい」対

応を取りました。 

 北陸ブロックでは、

この状況打破をめざ

し、北陸 4 県の乗り

入れを軸に、他県の拡

充を突きつけつつ、新

潟県の姿勢を改めさ

せることをねらいに、

ブロック最後に対県

要請に臨みました。 
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 推進ニュース8号9号で報じた神奈川私教連の「学費ホットライン」が、

当日の取材を基に新聞で報じられました。当日は朝日新聞の記者が90分間密

着取材。相談者の許可を得て電話取材も行われ、右記事となっています。 

 チラシを公立中学校が配布した効果が現れ、4時間で18件（16人）の問

い合わせと、中学生保護者の要求に応えるとりくみであることが明確になりま

した。この報道の5日後、同じ朝日新聞でコロナ禍による2021年度の私学

選択者減少の懸念について神奈川私中高協会理事長も述べています。 

全国各県においても、とりくみを検討していきましょう。 

 


